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実務の潮流

面会交流支援の社会刹疫化に廂けた
認証剖皮の構榮

はじめに
現在、毎年16万人もの子どもたちが親の離

婚を経験している。そのような中、家庭裁判

所で争われる事案で、離婚時に親が子の監護

に関する事項として協議して決める「面会交

流（毅子交流）」（民766条）は、極めて厄介

で難しい事案であると法律関係者はいう。そ
して、高葛藤な父母間における面会交流は、

面会交流についての合意後のその実施にも困

難が生じており、それを支えているのが第三
者機関（面会交流支援団体）による面会交流

支援である。本稿では、面会交流支援の必要

性とその質の確保が求められることを確認
し、一般社団法人面会交流支援全国協会
(Association of Child Contact Service Japan, 

ACCSJ)が取り組む認証制度についてその

意義を明らかにする。そして、子どもの最善
の利益を実現するために、面会交流支援が果

たす役割とその社会的意義から、面会交流支

援が社会制度として整備されることの重要性

について示したい。

I 面会交流支援の必要性と
．支援の現状

協議離婚が大半を占める日本では、家庭裁

判所において争う事案の多くが、拭い去れな

い父母間の葛藤やドメスティック・バイオレ

ンス (DV) 等の問題を伴っている。父母間

の葛藤が高い事案では、合意や審判で面会交

流が設定されても、その実施を確保すること

に困難を伴うことが多い。取り決めた面会交
流を実施するためには、交流をする日時や子
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どもの受け渡しの方法、場所などの詳細を取

り決めなければならず、子どもの受け渡しで

父母が顔を合わせることにもなる。そこで、

互いに連絡を取ったり顔を合わせたりするこ

とができない場合や、 DV 被害等が懸念され

住所が漏洩すると安全上の危険が生じる場合

に、第三者が間に入って日時等を取り決め

（連絡調整支援）、子どもの受け渡しを代わり
に行い（受け渡し支援）、子どもとの交流中

に住所の聞き出しや連れ去りなどがなされな

いように見守ることが（付き添い型支援）、
面会交流支援団体により支援として提供され
ている叫

このような面会交流支援は、いくつかの側

面で重要な役割を果たしている。第 1 に、離

婚協議で高葛藤となった親が、一定期間の支

援を通じて、互いに問題がないことを確認

し、離婚後の父母関係に落ちつくことで自力

実施できる状態に移行する「中間的支援」の

役割である。第 2 に、家庭裁判所における実

務において、 DV 等の安全上の問題は面会交

流を設定する際の判断要素の 1 つに過ぎな

い。そのため、面会交流実施における安全性

の確保は当事者に委ねられており、 DV や児

童虐待のリスクのある場合には、面会交流支

援が不可欠となる。第 3 に、日本における家
事事件は、 1 年以上に渡ることも多く、場合

によっては数年ぶりに親子が交流することに

なる。そのような場面で、面会交流支援は、

子どもが安心して交流ができる環境を整える
役割を担っている。
面会交流支援は民間の団体によって提供さ
れており、多くはボランティアによる支援で
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ある。現在、法務省「親子交流支援団体等

（面会交流支援団体等）の一覧表について」
に掲載されている団体数で65団体（2025年 1

月）を確認することができる。法務省は面会

交流支援に求められる事項を定めた参考指
針(2) をホームページで公表しているが、これ

は遵守すべきものとして定めた国の基準では

ない。また、前述した法務省の一覧への掲載

は、各団体の掲載希望に基づくもので、掲載

団体がその参考指針を満たしているか確認さ
れていない。日本における面会交流支援団体

‘の現状を見ると、個人で提供されているもの

から任意団体、特定非営利活動法人によるも

のまで、その形態や規模、支援提供のあり方

は実に多様である（3)。そして、支援団体によっ

て支援方針やその質にばらつきがあり、支援

を受ける側からすると、選択の基準が示され

ておらず、面会交流支援を制度として捉える

ならば、その一貰性を欠いた状況にある。加

えて、支援団体は首都圏に集中しており、支

援が行き届かない地域が多数存在する。その
ため、支援団体がないために面会交流が実現

しなかったり、支援を受けるために子どもが

長距離の移動を余儀なくされる事態も発生し
ている。そのようなことから、面会交流支援
の基準が示され、その基準を満たすことを示
す認証制度が求められるであろう。また、認

証制度が確立されることで、面会交流支援が

社会的支援として広く認知され、全国に展開

されるきっかけとなると考えられる。

一方で、このように認証制度の必要性が指

摘される中(4)、離婚後の親子法制度に関する

法制審議会の検討準備段階において、面会交
流支援の社会制度化が検討項目として挙げら
れていたが（5)、具体的な提案には至らなかっ

たという経緯がある。こうした状況を受け、

日本における面会交流支援のあり方や面会交

流支援団体の適性を示す基準を策定し、その
基準を満たす団体を認証する制度の構築を目

指して、一般社団法人面会交流支援全国協会

(Association of Child Contact Service Japan, 

ACCSJ)が設立された。次章では、 ACCSJ

（アックスジェイ）の設立と認証制度構築の

プロセスについて概観する。

II. ACCSJによる認証制度の構築
1. ACCSJ設立に向けた準備会の設置

ACCSJは、面会交流支援者、弁護士など

の法実務家、法学者、心理学者、家族社会学
者、児童福祉学者など、子どもの福祉に関わ

る多方面の実務家および専門家の協力のもと
設立されている。 2019年 7 月に全国組織設置

の提案がなされ、面会交流支援者、弁護士な
どの法実務家、法学者が中心となって準備会

メンバーを組織した。 2019年11月の設立登記

および ACCSJ設立記念シンポジウムの開催

に至るまでの間、 ACCSJの目的や設立に向

けた検討が行われた。その過程で、英国の全
国協会である英国子ども交流センター全国協

会(the National Associationｷ of Child 

Contact Centres, NACCC) とのオンライン

国際会議を行い、国際連携のあり方について

も検討した。 ACCSJ設立記念シンポジウム

では、英国から NACCC 所長のエリザベス・

コー氏を迎え、英国における認証制度構築の
経緯について講演をいただいた(6)。その後、

事務局の体制を整え、基準設置委員会となる

「基準策定ワーキング・グループ」を構成し、

本格的に認証制度構築に向けて取り組みを開

始した。なお、この検討の最中に、コロナ感

染症拡大に伴う移動制限が実施され、それま

で対面で行われていた検討会議はォンライン
形式で行われることとなった。一時期はコロ
ナ禍の影響で検討が中断されたものの、全国

に準備会メンバーがいることから、オンライ

ン会議が主流となったことで、結果的にその

後の検討が円滑に進む契機となった。

2. ACCSJ基本方針および認証基準の策定

離婚後の子どもと別居親との交流の重要性
が指摘される一方で、 DV や児童虐待がある

事案における安全性の確保が課題となってい

る。さらに、離婚後の親権制度のあり方につ

いても様々に議論が行われている。このよう
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な状況は面会交流支援に取り組む団体にも影

響を及ぼしており、日本における多様な支援

団体の実態を踏まえると、多様な立場や意見

の違いを尊重しつつ、子どもの最善の利益を
図るための共通の基盤を整える必要性があっ

た。そこで、 ACCSJが実現すべき目的と取
り扱わない領域を明確にするため、 2020年 9
月、「一般社団法人面会交流支援全国協会
(ACCSJ)基本方針」を策定した（7)。この基

本方針では、子どもの安心と安全のための面

会交流支援のあり方を追求すること（方針
(1)) を第一に掲げるとともに、ジェンダー平

等や多文化共生を重視すること（方針（3)) を

明示した。また、親権法制のあり方に関わる

議論を取り扱わないこと（方針（5)) も明確に

示した。

日本における面会交流支援の適格性を示す

基準案は、面会交流支援者、法律実務家、法
学者、臨床心理学者の12名からなる基準策定

ワーキング・グループによって作成し、その

案を児童福祉や DV 関連を含むより広い領域

の専門家11名で構成される ACCSJ専門委員
会に諮問し、得られた意見を基に再び基準策

定ワーキング・グループで修正を検討すると
いう体制を整えた。

面会交流支援の適格性を示す基準は、まず

ACCS]基準第 1 次案について ACCSJ専門
委員会で検討を行い、その後、 2021年 6 月に

第 2 次案を面会交流支援団体のネットワーク

である「面会交流支援団体フォーラム」で公

表し、幅広く意見を募った。さらに、 2021年
11月には ACCSJ公開イベント「面会交流支

援の基準と認証制度を考える」を開催し(8) 、

第 2 次案を正式に公表するとともに、

ACCS] が考える認証制度の基本方針を提示

した。

3. ACCSJ基準に基づく ACCSJ認証制度

の構築

A~CSJ基準の策定完了に伴い、 ACCS] 認

証制度の構築を促進するため、集中的に制度
整備を担う ACCSj運営事務局、その検討内

容を協議する ACCS] 運営委員会、さらに専

門的に諮問を行う ACCSJ専門委員会の 3 層

構造による体制を整備した。

認証制度整備にあたっては、 ACCSJ認証

委員会の設置や認証手続きの整備に加え、面

会交流支援者および団体内のコーデイネー

ターを対象とした研修プログラムの構築を進

めた。加えて、 ACCS] が提供するその他の

サービスについても検討を行った。

こうした準備を経て、 2022年 9 月には、

ACCSJ公開イベント「面会交流支援団体の
適格性基準とその認証： ACCSJ認証制度が

始動します！」（9）を開催し、 ACCSJ認証制度

の詳細を公表するとともに、会員募集および
認証の試行実施を開始することを発表した。
この公開イベント後、正式に ACCSJ会員，

の募集と、 ACCSJ認証申請登録の受け付け

を開始した。並行して、 ACCSJ研修の提供

を進め、認証手続きとして ACCSJ認証委員

会による適否の判断が行われ、 2023年春には

4 団体が ACCSJ認証を取得した。

9 試行実施された ACCSJ認証は、 ACCSJ

専門委員会による検証を経て、 2023年11月に
開催された ACCSJ創立 4 周年記念シンポジ

ウム「ACCSJ認証始動」 (10)において、本格的

な運用開始が宣言された。シンポジウムで
は、 ACCSJ認証を受けた団体や ACCSJ研

修を担当する講師、さらには支援利用者が登

壇し、面会交流支援や認証制度の意義、今後
の展開について発表した(11)0

Ill. 》ザ翌9凡と関係する
面会交流支援の基準を策定するにあたり、
日本における支援団体の規模や支援者のバッ

クグラウンドが多様であることを踏まえ、各

支援団体の自主的な取り組みを尊重するため

に、次の方針を定めた。すなわち、①多様な
支援団体の実態に即した共通の理解を示すこ

と、②支援団体および支援者が遵守すべきミ

ニマムの基準を定めること、③質の確保のた

めのチェックリストとして機能する基準であ

ること、である。また、日本の支援団体の多

くがボランティアベースで運営されているこ
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と、さらには裁判所では父母間の合意形成が

優先され、安全性の確認が手続きの中で十分

に行われていない現状を考慮し、利用者が遵

守すべき事項を明示した契約の締結とその履

行による安全性の確保を基準とし、そのため

に必要となる体制の整備を求めることとし

た。さらに、よりよい支援を実現するため、

各種ガイドラインを整備し、多様な団体のあ

り方を尊重しつつ、日本における面会交流支

援のあり方を示すことを目指した。なお、基

準やガイドラインの策定にあたっては、日本

全国の経験豊富な支援団体から、団体内の規

約や手順書の提供を受けた。また、日本で最

も古くから支援を提供している公益社団法人

家庭問題情報センター (FPIC) には、

ACCSJの設立、認証基準の策定、認証制度

の検討といった各段階で、意見交換の場を提

供していただいた。

面会交流支援の適性を示す基準である

「ACCSJ面会交流支援における原則と基準」
（以下、 ACCS] 基準）（12) は 11条からなり、項

目は次の通りである。

1 面会交流支援の基本的な目的

2. 運用上の責務と管理

3. スタッフの採用と管理

4. 面会交流支援の内容と支援団体の役割

り

5. 個人情報の保護

6. 支援機関が整備すべき文書

7. 支援実施の手順と内容

8. 交流の記録

9. 事故および苦情への対応

10. 困難ケースの対応および支援者支援の

体制

11. 面会交流支援における安全の確保

l. 面会交流支援における重要な基本原則

ACCSJ基準に示す重要な項目について概

観する。

まず、面会交流は子どもの権利の観点から

行われるものであり、子どもの福祉の実現が

面会交流支援において最も重視される目的で

ある (ACCSJ基準 1. (1)) 。面会交流支援は、

子どもが安心して面会交流を行える環境を整

えることを目的としている (ACCSJ基準 1.
(2)) 。そして、面会交流は親が子どものため

に、その責任において行うものであり、面会

交流支援は、その枠組みの中で面会交流の安

全を確保し、子どもの福祉を促進するために

提供される (ACCSJ基準 4. (1)) 。そのため、

面会交流支援は同居親と別居親が面会交流に
合意していることを前提する (ACCSJ基準
4. (2)) 。また、支援の過程で取り決めや協

議が必要となった場合には、非弁行為を行わ
ないことなど、関係する法規を遵守すること

が求められる (ACCSJ基準 4. (3)) 。

安全性の確保は、面会交流支援の中でも最

も優先されるべき事項である。これは、利用

者の遵守事項や契約書の事前の準備と
(ACCSJ基準 6. (1)) 、事前面談を含む支援

実施の手順に基づく運用によって確保される

(ACCSJ基準 7.) 。さらに、支援者を含む関

係者全員の安全を確保するために事前の準備

が求められる (ACCS] 基準1 1. (1)) 。加えて、

児童虐待や DV が子の福祉を害するものであ

ることについて、関係者間で共通の認識を持

つことが求められる (ACCSJ基準11. (2)) 。

2. 支援団体の適格性を示す基準

支援団体には適法性が求められ、面会交流
支援に関する業務の管理体制を整備すること
(ACCSJ基準 2. (2)) 、および財政の透明性

と適切な財務会計の実施（ACCS] 基準 2.

(4)) が求められる。さらに、適切な支援を提

供するためにそれぞれの家族の事情を確認す

ることが必要となるため、個人情報に限られ

ないプライバシー情報を含む情報管理を求め

ている (ACCSJ基準 5.) 。

適切な支援を確保するために、支援内容や

支援手順を事前に利用者に明示することや、

支援を受ける家族の状況を把握し適切な配慮
を行うことが重要である。特に、文化的多様

性やジ干ンダーの観点からの配慮や、同居親

および別居親の双方に対して公平に対応する

ことを求めている (ACCSJ基準 7.) 。
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さらに、よりよい支援を実現するための項

目として、支援の適性を示し事故等への対応
を可能にするために面会交流支援の実施記録

や (ACCSJ基準 8.) 、支援者を支援する体

制を求め、事例検討会の実施を奨励している

(AC竺正基準1-0.) 。そして、規模の小さい団
体においては、広域地域での協力体制を

ACCSJが支援するものとしている (ACCSJ

基準10. の注釈）。

3. 各種 ACCSJガイドライン

ACCSJ認証の基準は ACCSJ基準である

が、これに基づき、具体的な支援内容やより

良い支援のための奨励事項を定めたものが

ACCS] ガイドラインである。

面会交流支援の目的や考え方、支援の手順
を示す基本となるガイドラインが「ACCSJ
面会交流基本マニュアル」であり、 ACCSJ

基準が最も重視する安全性確保について具体

的に定めたものが「ACCS] 面会交流支援に

おける安全の確保に関するガイドライン」で
ある。また、｀面会交流支援において特に注意

をしなければならないのが非弁行為である

が、これに関しては「ACCSJ非弁行為に関

するガイドライン」があり、後述する

ACCSJステップアップ研修では、このガイ

ドラインの解説もなされている。なお、各種

ガイドラインは ACCSJホームページで公開
している (13)。

IV. ACCSJ認証基準とその手続き
ACCSJは、 ACCSJ基準を満たしているこ

とを確認し認証するが、基準を満たしている
かどうかは、 ACCSJから独立した ACCSJ
認証委員会によって判断される。 ACCSJ認
証委員会は、支援経験者、法律専門家、心理

学等の関係する分野の専門家の 3 名により構

成される。本稿の執筆時点では、 6名が

ACCS] 認証委員として委嘱されており、認
証を受ける団体と利益相反がないことを確認

した上で委員会が構成されている。
ACCSJ認証は、面会交流支援団体のネッ

トワークを通じた民間団体である ACCSJに

よる認証制度であるため、 ACCSJ認証を受

けるためには、 ACCS] の会員になる必要が

ある。また、団体が整備した体制によって安
全な支援が提供されているかを確認するた
め、一定の支援実績も必要となる。
. ACCSJ認証を受けるための要件は次の通

りである。① ACCSJ正会員であること、②

認証に必要とされる ACCSJ研修を全て受講

していること、③ ACCS] 現場研修を受講し

ていること（十分な支援実績がある団体は免

除される）、④一定の支援実績があること
（概ね20回以上の支援実績）、⑤ ACCSJ基準

を満たすことを示すための書類が提出されて

いること、⑥ ACCSJ認証面談を受け ACCSJ

基準を満たしていることが確認されているこ

と、である。

ACCSJ認証が付与されると、認証証書が

交付され、 ACCSJホームページにおいて公
表される (14)。そして、認証を受けた支援団体

には、 ACCSJ認証マークの使用が許可され

る。 ACCSJ認証の有効期間は認証適否の判
断がなされた日から、次の 1 月 1 日を起算日

として 3 年間である。 ACCSJ認証の継続を

希望する団体は、認証期限が到来するまで

に、 ACCSJ継続詔証の手続きを行う必要が
ある。

p..,CCSJ認証

、シ
〔ACCSJ認証マーク〕

V. ACCSJ研修プログラム
ACCS] 研修は、面会交流支援を提供する

際に必要となる知識を習得することを目的と

した「ACCSJ基礎研修①」と、応用的内容
となる「ACCS] 基礎研修②」、面会交流支援

の質を高めるための「ACCSJステップアッ
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〔ACCSJ基礎研修①のリスト〕

N 種 題名 目標

゜
類

1 基 面会交流の意義と 面会交流の意義と課題を適切

① 課題 に説明できるようになる

2 基 知っておきたい法 面会交流に関する法律を理解

① 律基礎 し、法的に正しい対応ができ

るようになる

3 基 現場支援者が直面 面会交流について基本的理解

① する課題 1 を得る

4 基 現場支援者が直面 安心安全な面会交流を実施す

① する課題 2 るために、利用者の困難を理

解し、適切に対応できるよう

になる

5 基 支援に役立つ組織 支援のために必要な規則やマ

① 管理 1 ニュアル、管理方法を事例か

ら学ぶ

6 基 支援に役立つ組織 支援のために必要なチェック

① 管理 2 ポイントや運用体制を事例か

ら学ぶ

7 基 支援に役立つ組織 組織運営上発生する問題を理

① 管理 3 解し、適切に対応できるよう

になる

プ研修」に分類される。 ACCS] 基礎研修①

は ACCSJ認証を受けるために全受講が求め

られる研修である。

ACCSJ研修は、研修項目と目標、内容を

ACCSJ運営員会で設定し、研修を依頼する

講師にその内容が作成していただいている。

一定の ACCSJ研修の受講は、 ACCS] 眩証

を受けるために必要となるが、各研修プログ

内容

ACCSJ理念と面会交流の目的

・日本における面会交流と面会交流支援の沿革

・家裁実務の現状と問題点

法律基礎

・結婚・離婚・親権・監護権の法律知識

，．裁判手続きの基礎知識 ・非弁行為

・公正証書、合意書、調停 ・審判文書

・面会交流支援現場での運用ケース ・ハーグ条約

子どものための面会交流

・面会交流とは

・子どもが笑顔になるだめに

・支援機関の利用 ・再婚家庭について

利用者理解と安全への対応

・精神障害、発達障害、人格障害と支援

・家族の中の暴力と社会

実務講座1

・支援条件の設定と開示

・契約管理・記録管理 ・個人情報保護

・組織体制 ・ケース進行管理

・支援者研修・養成、支援者マニュアル

．危機管理 ・苦情処理

実務講座 2

•第三者機関支援について基本的情報提供

・支援体制

・受理面談の重要性と、その持ち方

子ども主体の面会交流支援における三者関係

・支援の続行と終了 ・トラブル対応実務

組織運営講座

・個人情報

・団体機密情報

・管理手法（契約、ルール、プロセス）

・労務管理 ・保険 ・会計実務

ラムの内容は、 ACCSJ基本方針に反しない

限り各講師に委ねられている。そのため、

ACCSJ基準が示すミニマムなものではなく、
各講師の経験と知識に基づく研修内容となっ
ている。 ACCSJ研修は、 ACCSJ会員のみが

受講でき、 ACCSJ会員団体が、団体内のメ

ンバーの研修に用いたり、質の向上に役立て

たりすることを目的として提供されている。



16 実務の潮流

ぉわりに
これまで、面会交流支援の適性を示す基準
と、その基準を満たす団体を認証する制度の

必要性と課題を整理し、 ACCSJ（一般社団

法人面会交流支援全国協会）が取り組む認証

制度の構築について概観してきた。

面会交流支援に関しては、「面会交流支援

があれば、 DV ・児童虐待等のリスクが伴う

, 事案でも面会交流を設定できる」と誤って理

解されることがある。この点について補足し

ておきたい。安全性に問題がある場合や、父

母の深刻な葛藤により子どもに過度な負担を

与え、ストレスとなる場合には、面会交流は

子どもの福祉のために適切に制限されなくて
はならない。一方で、面会交流設定の段階で
は安全性に懸念があるものの実態が不明な

ケースや、面会交流支援を受けることで子ど
も中心の面会交流が可能となるケースも存在
する。こうした場合に、面会交流支援は、子
どもの安全と安心を確保しながら、面会交流
が子どもの福祉に適うものかどうかを判断す

る際に重要な役割を果たす。あくまで、子ど
もの福祉を最優先に考えながら、面会交流の

実施可否が慎重に検討され、適切な支援が提

供されることが求められる。

面会交流支援は、子どもの安全と安心を確

保するために重要な社会制度である。しか
し、日本における面会交流支援の提供は、主
に民間のボランティア活動に依存しており、
多様な支援のあり方が尊重される一方で、そ
の質にばらつきが生じている。全国的な支援

体制の整備と支援の質の確保が求められる

中、 ACCS] は認証制度を通じて、支援団体

の適格性を示し、面会交流支援の安全確保に
向けたミニマムの基準を設定し、その基準に

基づく運用の標準化を図ることで、信頼を確

保することを目指している。また、 ACCSJ
は現在、全国に信頼できる支援が行き届くよ

う、認証基準を満たす支援団体の立ち上げ支

援にも取り組んでいる。

ACCSJの認証制度構築にあたっては、多

くの支援者や各分野の専門家が協力し、基準

の妥当性と認証制度の信頼性を確保するた

め、各段階で慎重に検討が行われてきた。そ

の過程では、内容を段階的に公表しながら、
プロセスの透明性にも十分に配慮してきた。

認証基準の策定に際しては、日本の面会交流
支援の多様な実態を考慮しつつ、安全性確保

を最優先にすることが重視された。また、支

援の透明性と適切な運営体制を確立するため
に、支援団体の財政管理や個人情報保護など

の基準も整備された。

現在、すでに十分な実績と信頼のある支援
団体にとって、 ACCSJ認証の実質的な必要
性は必ずしも高くないであろう。しかし、認

証制度の導入は、新たに支援を開始する団体

や、支援の質を向上させたい団体にとって重

要な指標となる。また、支援を求める当事者
にとって、信頼できる団体を選択する基準が

提供されることの意義は大きい。さらに、
ACCSJの認証制度が広く認知され、適切な

支援を提供する団体が増加すれば、全国的な

支援体制の強化につながり、子どもの権利と

福祉を保障する社会制度の一環として機能す
ることが期待される。
今後の課題として、認証制度のさらなる普

及と制度的な位置づけの強化が挙げられる。
また、認証制度の実効性を高めるために、継

続的に検証し、見直すことも必要である。

ACCSJ認証は現時点において支援団体のネッ
トワークを通じた自主的な民間認証であるが、

将来的には公的機関との連携を可能とする検
証・監督スキームの導入や、今後展開される

法制度との整合性を図ることが求められる。

面会交流支援は、子どもの権利を保障する

ための社会制度の 1• つであり、離婚後の親子
関係構築をサポートし、子どもの福祉を支え

る重要な社会的インフラである。 ACCSJの

認証制度は、その第一歩として、支援の質を

保証し、より多くの子どもたちが安心して面

会交流を行える環境を整備することを目的と
した挑戦であったと考えている。本稿を通じ

て、面会交流支援の社会制度化の重要性が再

認識され、今後の発展に向けたさらなる議論
と取り組みが進むことを期待したい。
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注

(1) 面会交流支援には、本文にあげた 3 つの支

援の他にビデオ通話による面会交流をサポー

トするオンライン面会交流支援がある。

(2) 法務省民事局「親子交流支援（面会交流支

援）に関する参考指針について」（令和 3 年12
月）。

(3) 日本における面会交流支援団体について、

二宮周平編『面会交流支援の方法と課題一―­
別居・離婚後の親子へのサポートを目指し

て』（法律文化社、 2017) 。

(4) 二宮周平「面会交流支援の意義と認証制度

子どものための面会交流支援」戸籍時報
832号 (2022) 2 -10頁。

(5) 商事法務編『家族法研究会報告書ー一父母
の離婚後の子の養育の在り方を中心とする諸

課題について』別冊 NBL173号 (2021) 135-
137頁。

(6) 2019年 11月10 日早稲田大学で開催された。

エリザベス・コー氏の講演について次に掲載

されている。面会交流支援全国協会「面会交

流支援全国協会設立記念シンポジウム「子ど

ものための面会交流支援～イギリスから学ぶ
～」報告書」 (2020) 。
(7) ACCSJ「ACCS] について（基本方針）」
URL : https://accsjapan.com/about-policy/ 

（アクセス： 2025/01/29) 。

(8) 面会交流支援全国協会公開イベント「面会

交流支援の基準と認証制度を考える」は、

2021年11 月 21 日に立命館大学朱雀キャンパス

において開催された（対面・オンライン同時
開催）。

(9) ACCSJ公開イベント「面会交流支援団体の

適格性基準とその認証： ACCSJ認証制度が始
動します！」は、 2022年 9 月 23 日に立命館大

学朱雀キャンパスにおいて開催された（対

面・オンライン同時開催）。

(io). ACCSJ創立 4 周年記念シンポジウム

「ACCS] 認証始動」は、 2023年 11 月 5 日立命
館大学朱雀キャンパスにおいて開催された

（対面・オンライン同時開催）。

(11) 本シンポジウムの内容について、 ACCSJ会

員に向けた ACCSJレター第 1 号 (NACCC エ

リザベス・コー氏のお祝いメッセージ）、第 2

号（シンポジウム第 1 部）、第 3号（シンポジ
ウム第 2 部）に掲載されており、本シンポジ
ウム開催報告となる特集部分は ACCSJホーム
ページにおいて公表している。 ACCSJレター

第 1 号特集記事 (URL : https:/ / accsjapan. 

com/1191/) 、第 2 号特集記事 (URL : https:/ / 

accsjapan.com/1197/) 、アクセス2025/01/29。

第 3 号特集記事について執筆段階において公

表を検討中である。

(12) ｷ ACCSJが定める基準および各種ガイドライ

ンはすべて ACCSJホームページに掲載してい
る。 ACCSJ「規定・基準」 URL : https:/ / 

accsjapan.com/lures／（アクセス： 2025/01/29) 。

(13) ACCSJ「規定・基準」 URL: https://accsjapan. 

com/lures/ （アクセス： 2025/01/29) 。

(14) ACCSJ「認証支援団体」 URL : h ttps:/ / 
accsjapan.com/ category/ support-group/（ア

クセス： 2025/01/29)


